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日本の人口推移

（出典）平成29年版高齢社会白書（内閣府）をもとに総務省で加工

～2060年
▲3,409万人（▲27%）

696万人（41%）増

▲2,863万人（▲37%）
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
　すべての行政の基本である人口の推移を確認してみると、２００８年が日本の人口のピークと言われており、すでに人口減少局面に入っていることがご承知のとおり。
　これは最新の人口推計に基づく数字になるが、2060年までには人口全体が3,409万人の減少が予想されており、政府全体として地方創生の取り組みを展開するなかで、どうにか１億人をキープすることが目標となっているが、まだまだ達成の目処は見えていない状況。
　とくに、年齢構成の変化に着目していただくと、支える側の若年層の大幅な減少と７５歳以上の高齢者人口が大幅な増加が同時に起きていくことを示している。高齢化率が38.1%まで上昇するだけではなく、後期高齢者である75歳以上が大きく増加しいくことがわかる。このことにより社会にも、行政サービスにも大きな構造変化が生まれてくる。
　すでに過疎地域等では発生しているとおり、子供の減少により小学校が廃校、統廃合がなされる一方で、高齢者とくに後期高齢者の増加に伴い医療、介護等への需要が大幅に増加することになる。　こういった、これからの人口構造の変化に対応する行政サービスを適切に提供できる自治体の運営を考えていかなければならない。



○ 2050年までに、現在、人が居住している地域の約２割が無居住化。
○ 全国を「１km２毎の地点」でみると、現在の居住地域の６割以上で人口が半分以下に。

出典：国土交通省国土政策局 「国土のグランドデザイン2050 参考資料」（平成26年7月4日公表）

人口の低密度化と地域偏在
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水道・下水道事業の料金収入の大幅な減少のおそれ

着実な更新のための投資額の増大

急速な人口減少と人口の低密度化

水道・下水道事業の将来需要の大幅な減少

インフラ資産の大規模な更新時期の到来

 水道・下水道事業の経営環境はさらに厳しさを増していくことが予想される。

 とくに、現時点でも経営条件の厳しい人口が低密度の地域等においては、更なる
低密度化により、料金回収率の低下等さらなる経営悪化のおそれ

今後予想される経営環境の変化

鍵となるのは、
 安全かつ安心かつ持続可能な事業の維持更新のための「賢い」投資
 広域化、民間活用等を含めた「抜本的な改革」
 水道・下水道事業以外の民間代替性の高い公営企業は、事業そのものの意義
を検証した上で、事業廃止、民営化・民間譲渡等を含めた「抜本的な改革」

これまでの延長線上での対策では、
経営が成り立たなくなる可能性が高い。

ハード・ソフトとも将来需要に基づく供給体制の適正規模化の要請

管路等については更新需要の平準化と着実な更新、
浄水場等の施設についてはダウンサイジングや広域化専門人材の確保が困難に

＋

水道・下水道など公営企業を取り巻く経営環境の変化



○ 急激な人口減少等に伴うサービス需要の減少

○ 施設の老朽化に伴う更新需要の増大

○ 民間活用の推進等に伴い職員数が減少する中、人材の確保・育成が必要

○ 特に中小の公営企業では、現在の経営形態を前提とした経営改革の取組だけでは、将来にわたる住民サービス

を確保することが困難となることが懸念

公営企業の現状及びこれからの課題

事業廃止

投資・財政計画（基本10年以上）の策定

人材確保、
組織体制の整備

新技術、ＩＣＴの
活用

抜本的な改革の検討経営戦略の策定・PDCA

広域化等・
民間活用

相互に反映

 公営企業が行っている事業の意義、経営形態等を検証し、今後
の方向性について検討

 経営戦略に基づく計画的かつ合理的な経営を行うことにより、
経営基盤を強化し、財政マネジメントを向上

 中長期の人口減少の推計等を踏まえた、ストックマネジメントの
成果や将来需要予測を反映させながら、投資・財政計画を策定

 各公営企業において平成32年度までに策定するとともに、PDCA
サイクルにより必要な見直しを図る

更なる経営改革の推進

さらに厳しい経営環境

投資試算 財源試算

（計画期間内に収支ギャップを解消する）

 事業そのものの必要性
 公営で行う必要性

 事業としての持続可能性

 経営形態

民営化・民間譲渡

広域化等

民間活用

公営企業における更なる経営改革の推進
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公営企業の「見える化」

公営企業会計の適用拡大 経営比較分析表の作成・公表

 複式簿記による経理を行うことで、経営・資産の状況の「見える化」を推進
→ 将来にわたり持続可能なストックマネジメントの推進や、適切な原価計算に基づく料金水準の設定が可能
→ 広域化等や民間活用といった抜本的な改革の取組にも寄与

 経営指標の経年分析や他の地方公共団体との比較を通じて、経営の現状及び課題を分析



○ 人口減少等により公営企業を取り巻く経営環境が一層厳しさを増す中、経営戦略の策定・改定や公営企業会計の適用、水道
事業における広域化等の更なる経営改革を進めることが必要。

○ 各取組の推進のため、総務省としてマニュアル・ガイドライン等の改訂を行い、各公営企業における円滑な取組の実行を支援。

公営企業の経営改革推進に向けたマニュアルの改訂等について

公営企業会計の適用 水道事業の広域化

○ 「公営企業会計の適用拡大に向け
た新たなロードマップ」を公表

○ 人口３万人未満の団体においても、
下水道事業・簡易水道事業を中心と
して会計適用を進めるよう要請

○ 平成27年1月に公表したマニュアル、

先行事例集、質疑応答集を統合し、
１冊のマニュアルに改組

○ マニュアルにおいて、公営企業会
計の適用に当たって必要となる事務
を時系列順に明確化することで、十
分な知見を有していない団体に配慮

○ 先行事例集や質疑応答集の拡充
により、自団体と類似した団体にお
ける課題や会計適用に係る作業の
着手後における疑問点等を事前に
把握しやすくし、団体における検討
の円滑な開始に資する

地方公営企業法の適用に関する
マニュアル（平成31年3月改訂版）

主
な
施
策

○ 都道府県を中心として、市町村の
区域を越えた水道事業の多様な広
域化を推進

○ 「水道広域化推進プラン」を平成34
年度末までに策定するよう要請

マ
ニ
ュ
ア
ル
・ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
概
要

○ 水道広域化推進プランの策定に向
けた取組を支援するため、策定に当
たっての実務上の参考資料として、
プランの全体像や標準的な記載事
項等を示したマニュアルを作成

○ 「現状と将来見通し」、「広域化のシ
ミュレーションと効果」及び「今後の
広域化に係る推進方針等」の３つの
要素ごとに記載事項について解説

水道広域化推進プラン策定
マニュアル（平成31年3月公表）

経営戦略の策定・改定

○ 公営企業が将来にわたり安定的に
事業を継続していくための中長期的
な経営の基本計画である「経営戦
略」の策定を要請。平成32年度まで
に策定率100％を目指す。

経営戦略策定・改定ガイドライン、
マニュアル（平成31年3月公表）

○ 経営戦略に係る従来の通知や既
存のガイドライン等の内容に加え、
改定に向けた留意事項等を追加し、
「経営戦略策定・改定ガイドライン」と
して公表。

○ 未策定事業に対しては策定推進を、
策定済み事業に対しては質を高める
ための改定を要請。

○ 各事業における経営戦略の策定・
改定実務の手引書となる「経営戦略
ひな形様式」とひな形様式への記載
方法等をまとめた「経営戦略策定・
改定マニュアル」を公表。 5



更なる経営改革のスケジュール
時期

業務
～H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33～

抜本的改革

○留意事項通知
により抜本的
改革の取組を
要請
[H26.8]

○あり方研究会
報告書公表
[H29.3]

○「先進・優良事
例集」公表
[H29.3]

○「先進・優良事
例集」更新
[H30.4]

広域化等

（水道事業）

○広域連携検討
体制の構築を
要請[H28.2]

（下水道事業）

○広域化・共同
化計画の策定
を要請[H30.1]

（水道事業）

○広域化通知に
よりプラン策定
を要請[H31.1]

経営戦略

○留意事項通知
により経営戦
略策定を要請
[H26.8]

○新公立病院改
革ガイドライン
公表[H27.3]

○経営戦略策定
ガイドライン公
表[H28.1]

○策定推進通知
発出[H28.1]

○経営戦略策定
ガイドライン改
訂[H29.3]

○策定・改定推
進通知発出
[H31.3]

「
見
え
る
化
」

公営企業
会計適用

○会計適用推進
通知発出
[H27.1]

○法適化マニュ
アル公表
[H27.1]

○会計適用推進
通知発出
[H31.1]

○法適化マニュ
アル改訂
[H31.3]

経営比較
分析表

○水道・下水道
事業を公表
[H28.2]

○バス・電気事
業を公表
[H29.9]

○観光施設・駐
車場整備事業
を公表 [H30.4]

○病院事業を公
表[H30.11]

集中的取組
を要請
[H21～H25]

会計適用推進通知による「集中取組期間」
人口３万人以上の団体における下水道事業及び簡易水道事業について適用を推進

公表分野を拡大（毎年度、２～３事業程度）

《用語凡例》
○ 留意事項通知 ：「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成26年8月29日付け公営企業課長等通知）
○ 広域化通知 ：「「水道広域化推進プラン」の策定について」（平成31年1月25日付け総務省自治財政局長等通知）
○ 策定推進通知 ：「「経営戦略」の策定推進について」（平成28年1月26日付け公営企業課長等通知）
○ 策定・改定推進通知：「「経営戦略」の策定・改定の更なる推進について」（平成31年3月29日付け公営企業課長等通知）
○ 会計適用推進通知 ：「公営企業会計の適用の推進について」（平成27年1月27日付け総務大臣通知）等・ 「公営企業会計の適用の更なる推進について」（平成31年1月25日付け総務大臣通知）等

全ての事業について策定

抜本的改革の取組を引き続き推進

ＰＤＣＡに
よる更新※ 病院事業においては、

「新公立病院改革プラン」

会計適用推進通知による「拡大集中取組期間」（～H35）
人口３万人未満の団体における下水道事業及び簡易水
道事業のほか、その他の法非適用事業にも取組を拡大

全ての病院事業について策定

抜本的改革の取組内容を反映

引き続き作成・公表

平成34年度までに策定
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「経済財政運営と改革の基本方針2018」（平成30年6月15日閣議決定） （抄）

４．主要分野ごとの計画の基本方針と重要課題

（３）地方行財政改革・分野横断的な取組等

（公営企業・第三セクター等の経営抜本改革）

公営企業の広域化、連携、再編・統合など経営の抜本改革を加速する。公営企業の経営戦略の策定及び

ＰＤＣＡ等を通じて、更新費用や料金、繰出基準外の繰出金を含めた他会計からの繰入状況等の収入・支出

や、管理者の情報の「見える化」や、繰出基準の精査・見直し、事業廃止、民営化、広域化等及び外部の知

見の活用といった抜本的な改革等を推進する。あわせて、総務省は改革の進捗や成果の定量的把握を強力

に進め、公営企業の一層の経営基盤の強化とマネジメントの向上を促す。下水道・簡易水道については、新

たなロードマップを明確化し、人口３万人未満の団体における公営企業会計の適用を一層促進する。第三セ

クター等については、財政的リスク状況を踏まえ、各地方公共団体における経営健全化のための方針の策

定・公表を推進する。

水道・下水道について、広域化・共同化の推進を含め、持続的経営を確保する方策等を検討し、具体的な

方針を年内に策定する。先行事例の歳出効率化や収支等への効果を公表するほか、多様なＰＰＰ／ＰＦＩの導

入や広域化・連携を促進する。また、公立病院について、再編・ネットワーク化を推進する。

第３章 「経済・財政一体改革」の推進

7



経営戦略策定状況の「見える化」

経営戦略の策定推進（策定予定年度未定事業への対応）

経営戦略の策定状況

○ 平成32年度までの策定を要請（平成28年１月）。

○ 平成30年3月31日時点の策定率は47.9％。平成32年度までには、

既に策定済みの事業を含め、95.0％が策定予定。

○ 一方、策定予定年度未定の事業が5.0％あるため、平成32年度ま

でに一層の策定推進が必要。

（１）策定に向けた検討段階であることを未定の理由としている事業については、「策定・改定ガイドライン」や「策定・改定マニュアル」のほか、

策定・改定に要する経費に対する地方財政措置や、人的支援制度の活用を促す。

（２）策定時期が未定である理由として、統廃合・広域化等の経営形態の見直し後や、公営企業会計へ移行後、若しくは他の計画（既存の経営

計画等）の終了・見直しに併せて、経営戦略を策定する予定であることを挙げている事業については、適宜助言を行い（講習会、会議等の機

会を活用）により平成32年度までの進捗を管理する。

策定状況の「見える化」

○ 平成30年３月31日時点での全都道府県･市町村の事業別の策定状況

を、総務省ＨＰにおいて公表済（平成30年８月）。

○ 今後、毎年度調査を実施し、策定状況の「見える化」を推進することと

している。

○ 平成31年度からは、改定状況（改定予定時期も含む）も公表予定。

経営戦略の策定状況の「見える化」

公表例（埼玉県内の公営企業を抜粋）

H30 H31 H32 未定

埼玉県 水道事業 上水道（用水供給） ○

埼玉県 工業用水道事業 工業用水道 ○

埼玉県 下水道事業 流域下水道 ○

埼玉県 宅地造成事業 その他造成 ○

さいたま市 水道事業 上水道（末端給水） ○

さいたま市 下水道事業 公共下水道 ○

さいたま市 市場事業 市場 ○ ○

さいたま市 と畜場事業 と畜場 ○ ○

さいたま市 宅地造成事業 その他造成 ○ ○

川越市 水道事業 上水道（末端給水） ○ ○

川越市 下水道事業 公共下水道 ○ ○

川越市 下水道事業 農業集落排水施設 ○ ○

川越市 駐車場整備事業 駐車場整備 ○ ○

「その他」は地方債の償還のみの事業、廃止（予定）事業。

①策定済 ②取組中 ③未着手
（②又は③の場合）策定予定年度

その他
団体名 事業名 事業詳細

経営戦略の策定状況

公営企業の経営戦略の策定状況（平成30年3月31日現在） （単位：事業）

802 (43.3%) 438 (23.7%) 552 (29.8%) 1,792 (96.8%) 60 (3.2%) 1,852 (100.0%)

う ち 上 水 道 579 (43.8%) 338 (25.6%) 376 (28.5%) 1,293 (97.9%) 28 (2.1%) 1,321 (100.0%)

うち簡易水道 223 (42.0%) 100 (18.8%) 176 (33.1%) 499 (94.0%) 32 (6.0%) 531 (100.0%)

61 (40.7%) 22 (14.7%) 61 (40.7%) 144 (96.0%) 6 (4.0%) 150 (100.0%)

14 (17.1%) 22 (26.8%) 38 (46.3%) 74 (90.2%) 8 (9.8%) 82 (100.0%)

23 (25.0%) 11 (12.0%) 46 (50.0%) 80 (87.0%) 12 (13.0%) 92 (100.0%)

12 (52.2%) 3 (13.0%) 7 (30.4%) 22 (95.7%) 1 (4.3%) 23 (100.0%)

2 (2.2%) 7 (7.5%) 76 (81.7%) 85 (91.4%) 8 (8.6%) 93 (100.0%)

7 (4.7%) 12 (8.1%) 111 (75.0%) 130 (87.8%) 18 (12.2%) 148 (100.0%)

0 (0.0%) 5 (10.9%) 33 (71.7%) 38 (82.6%) 8 (17.4%) 46 (100.0%)

17 (7.1%) 23 (9.7%) 168 (70.6%) 208 (87.4%) 30 (12.6%) 238 (100.0%)

17 (5.7%) 26 (8.8%) 178 (60.1%) 221 (74.7%) 75 (25.3%) 296 (100.0%)

6 (3.4%) 17 (9.6%) 131 (74.0%) 154 (87.0%) 23 (13.0%) 177 (100.0%)

2,284 (63.9%) 394 (11.0%) 809 (22.6%) 3,487 (97.6%) 87 (2.4%) 3,574 (100.0%)

3,245 (47.9%) 980 (14.5%) 2,210 (32.6%) 6,435 (95.0%) 336 (5.0%) 6,771 (100.0%)

事業数（構成比）

策定済

要請期間内に策定予定

小計
策定予定年度

未定
合計うちH30年度に

策定予定
うちH31～32年度に

策定予定

事業数（構成比） 事業数（構成比） 事業数（構成比） 事業数（構成比） 事業数（構成比）

下 水 道

水 道

工 業 用 水 道

交 通

電 気

ガ ス

港 湾 整 備

市 場

と 畜 場

観 光 施 設

宅 地 造 成

駐 車 場

合 計
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・複数の経営指標を組み合わせた分析

・経年比較や他の地方公共団体等との比較

2016 2018

集中改革期間

・抜本的な改革（廃止、民営化・民間譲渡、

広域化等及び民間活用）の検討

・「経営戦略」の策定・改定
・自らの経営の現状、課題を客観的に把握

・現状・課題が議会・住民にも「見える化」

○経営指標

①経営の健全性…経常収支比率、累積欠損金比率、流動比率等

②経営の効率性…料金回収率、給水原価、乗車効率等

③老朽化の状況…有形固定資産減価償却率、管路更新率等

2020

水道・下水道事業
を公表
（2016.2～）

を強力に後押し

公営企業の

全面的な見える化

を強力に推進

「経営比較分析表」による見える化の徹底

健全性、効率性が一目でわかる経営指標の採用

更なる対象拡大・内容充実に向けた工程表

・ 各公営企業の基本データ（普及率、給水人口等）

・ 経営の健全性・効率性・老朽化の状況を示す指標の経年変化・類

似団体比較を示したグラフ・表

・ 各公営企業による分析コメント

・ 毎年度２月を目途に、各指標・コメント等を更新

見える化のコンテンツ

誰もが比較検討しやすいイメージで公表

グラフ凡例

当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成26年度全国平均

①　有形固定資産減価償却率（％）①　経常収支比率（％） ②　給水原価（円）

　　　　　　　1. 経営の健全性・効率性 　　　　　2. 老朽化の状況

1,212.12 【】

分析欄
1. 経営の健全性・効率性
について

33.33 44.44 55.55 666.66 1,010.10 1,111.11

2. 老朽化の状況について

全体総括

999.99 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
) －

法適用 水道事業 末端給水事業 A1 777.77 888.88

経営比較分析表

Ａ県　Ｂ市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

バス・電気事業を公表
（2017.9～）

公表分野を順次、拡大

観光施設（休養宿泊施設）、
駐車場整備事業を公表
（2018.4～）

病院事業を公表
（2018.11～）

「経営比較分析表」を活用した公営企業の全面的な「見える化」の推進

○各公営企業が必要な住民サービスを安定的に継続

していくため、これまで以上に経営指標を活用して、

現状・課題等を的確に把握するとともに、議会・住民

等にわかりやすく説明する必要があることから、「経

営比較分析表」の策定及び公表を要請。

（平成27年11月30日付け公営企業三課室長通知）
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投資・財政計画の策定

その他の経営基盤強化
の取組（ＩＣＴ活用等）

○ 料金、企業債、一般

会計繰出金等の水準

の見直し 等

財源試算

 経営基盤強化と財政マネジメントの向上のツール
 経営健全化に向けた議論の契機とするため住民・議会に対して「公開」

経営戦略 [イメージ]

組織,人材,定員,
給与の適正化

（計画期間は基本１０年以上）

○各公営企業が、将来にわたって安定的に事業
を継続していくための中長期的な経営の基本
計画である「経営戦略」の策定を要請。
（平成26年8月29日付け公営企業三課室長通知）

○平成32年度までに策定率100％とすることを要請（平
成28年度から平成30年度までの間、集中的に策定を
推進。）。
（平成28年1月26日付け公営企業三課室長通知）

○ 「経営戦略策定ガイドライン」の策定・公表（平成28年

1月）、改訂（平成29年3月）

⇒ 「経営戦略策定ガイドライン」を再改訂し、事業ごと
の具体的な策定・改定実務の手引書となる「経営戦
略策定・改定マニュアル」を作成（平成31年3月）

○ 毎年度、経営戦略の策定に係る進捗状況を調査・
個別団体ごとに公表

○ 経営戦略の策定を要件としている地方財政措置
・水道事業の高料金対策、水道管路耐震化事業
・下水道事業の高資本費対策

○ 経営戦略の策定・改定に要する経費に対する特別

交付税措置（平成28～30年度⇒平成32年度まで延長）

・先進団体視察、専門家の招へい等に要する経費

・「投資・財政計画」の策定に要する経費（「投資試算」「財政試算」の

シミュレーション、収支ギャップ解消策の検討 等）

・水道・下水道における広域化等の調査・検討に要する経費 等

・対象経費の１／２について一般会計から繰出

（上限額 1,000万円（事業費ベース・複数年度通算））

・一般会計繰出額の１／２について特別交付税措置

対象経費

地方交付税措置の内容

収支ギャップが生じた場合には

その解消を図る

経営戦略の策定の推進

・対象経費の1/2について一般会計から繰出し

（上限額 1,000万円（事業費ベース））

・一般会計繰出額の１／２について特別交付税措置

・水道・下水道における広域化等の調査・検討に要する経費

については、上限額を上乗せ（＋1,500万円）し、重点的に支援

○ 長期の人口減少推計を
踏まえた将来の需要予測
等に基づく合理的な投資額
の設定

○ 長寿命化等による平準化
等

投資試算

中長期（30年程度以上）
を見通した

アセット（ストック）マネジメント

資産管理

反映

計
画
期
間
内
の

収
支
均
衡

反映

・広域化等
・指定管理者制度、包括的民間委託
・ＰＰＰ／ＰＦＩ等 等

毎年度、進捗管理

計画と実績の乖離の
検証

 ３～５年ごとの見直し

PDCAサイクル

公営企業の「経営戦略」の策定について
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経営戦略の策定・改定に係る通知

①留意事項通知（平成26年8月29日）

②策定推進通知（平成28年1月26日）
• 平成32年度までの経営戦略策定を要請
（「経済・財政再生計画改革工程表」（平成27年12月24日経済財政諮問会議決定）の目標：平成32年度までに100％）

• 「経営戦略策定ガイドライン」を公表（留意事項通知の内容を充実。事業ごとの「経営戦略ひな形様式」を作成。）
• 経営戦略の策定に要する経費に係る地方財政措置を設定（平成28年度から）
• 水道事業の高料金対策及び下水道事業の高資本費対策に要する経費に係る地方財政措置について、経営戦略策定を要件化（平成29年度から）

• 地方公共団体の財政の健全化に関する法律の施行等を契機とした、集中的な抜本改革の推進（平成21年度～25年度）は一区切りとし、その後の
経営健全化の取組について通知。

• 将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」の策定を要請。
• その他、地方公営企業法の適用による公営企業会計の導入などを促す。

③経営戦略の策定に関するQ＆A（平成28年5月12日）
• 経営戦略の策定に関するQ&Aを公表

④「経営戦略策定ガイドライン改訂版」（平成29年3月31日）
• 「経営戦略策定ガイドライン改訂版」の公表（既存のガイドラインを充実）
• 水道事業と下水道事業における先進的取組事例集を公表

⑤「経営戦略策定・改定ガイドライン」、「経営戦略策定・改定マニュアル」（平成31年3月29日）

• 未策定事業に対する策定のほか、策定済み事業に対して質を高めるための改定を要請。
• 経営戦略の策定や改定に当たっての指針として、基本的考え方や各事業の特性を踏まえた策定や改定上の留意点を、「経営戦略策定・改定ガイド
ライン」として取りまとめ、公表。

• ガイドラインを踏まえ、各事業における経営戦略の策定や改定実務の手引書となる「経営戦略ひな形様式」と、ひな形様式への記載方法等をまとめた
「経営戦略策定・改定マニュアル」を公表。

• 経営戦略の策定・改定に要する経費に係る地方財政措置を、平成32年度まで延長。

（「公営企業の経営に当たっての留意事項について」総財公第107号・総財営第73号・総財準第83号総務省自治財政局
公営企業課長・公営企業経営室長・準公営企業室長通知）

（「「経営戦略」の策定推進について」総財公第10号・総財営第2号・総財準第4号総務省自治財政局公営企業課長・公営企業
経営室長・準公営企業室長通知）

（「経営戦略策定ガイドライン改訂版について」総財公第39号・総財営第41号・総財準第49号
総務省自治財政局公営企業課長・公営企業経営室長・準公営企業室長通知）

（「「経営戦略」の策定・改定の更なる推進について」平成31年3月29日総財公第45号・総財営第34号・総財準第52号総務省自治財税局公営企業課長・公営企業経営室長・準公営企業室長通知）
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「経営戦略策定支援等に関する調査研究会」報告書概要（平成31年３月）

○ 経営戦略の質の向上が必要である
→必要な事項、趣旨、策定手順を理解しやすい形で示すべき

（経営戦略の質の向上とは、例えばストックマネジメント等の充実による中長期の
収支見通し等の精緻化が図られること など）

○ 経営戦略の必要性やその役割の理解が不足している
→地方公共団体の長や公営企業管理者などにも必要性を周知徹底させるべき

○ 経営戦略の策定に必要な知見が不足している
→知見をもった職員の確保・育成や外部人材の積極活用なども検討すべき
→都道府県がより具体的かつ積極的に市町村等の取組支援を行うべき

○ 経営戦略と他の経営改革の取組等との関係性が分かりにくい
→他の事業計画等との関係性を整理して分かりやすく示すべき

○ 経営戦略は、各公営企業が将来にわたって安定的に事業を継続するための中長期的な経営の基本計画

○ 平成30年3月末時点では策定率が47.9%であり、総務省が示した策定要請期限の平成32年度までに95.0%が策定予定

○ 策定済み事業のうち、約６割が平成33年度にかけて、見直しを予定

経営戦略策定の現状

○ 経営戦略を策定後も進捗管理や計画と実績との乖離検証、定期的な
見直しによるＰＤＣＡサイクルの確立を通じて、計画的経営を実現すると
ともに、将来にわたって安定的に質の高いサービスの提供体制を確保
していくことが、地方公共団体・公営企業に求められる大きな責務

経営戦略を活用した経営改革

Plan
（戦略策定・

改定）

Do
（取組の実

施）

Check
（検証）

Action
（再検討）

PDCAサイクル

経営戦略策定・改定に係る課題とその対応

○ ｢経営戦略策定・改定ガイドライン｣及び
｢経営戦略策定・改定マニュアル｣の作成

○ 策定に係る人的支援措置の充実
（都道府県の参画のもと策定実務講習会の

継続実施等）

○ 経営戦略策定に要する経費に対する
地財措置の延長等
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「経営戦略策定・改定ガイドライン」と「経営戦略策定・改訂マニュアル」※のポイント

• 「経営戦略」の策定や改定に当たっての指針として、基本的考え方や、策定・改定の際の留意点を示す。
• これまでの通知や、従来のガイドラインの内容を再編。また、以下の観点での記述を拡充。
１．PDCAサイクルの確立（経営戦略策定後も、進捗管理や計画と実績との乖離検証、その結果を踏まえた

定期的な見直しを行うこと）。
２．「投資試算」、「財源試算」は、可能な限り長期間（事業の性格や個別事情にもよるが、原則として30年から

50年超）かつ複数の推計パターンで行い、長期目標も設定すること。

４．策定の各段階において、議会、住民へ適切な説明を行うこと。必要に応じて住民の参画を得ることも有効で
あること。

５．都道府県は、市町村等における「経営戦略」の策定や改定の取組について具体的かつ積極的な支援を
行う必要があること。

• 「経営戦略策定・改定ガイドライン」を踏まえ、具体的な策定や改定実務の手引書となる「ひな形様式」と、
その「ひな形様式」への記載方法をまとめたもの。

「経営戦略策定・改定ガイドライン」

「経営戦略策定・改定マニュアル」

「経営戦略策定・改定ガイドライン」等の内容

・水道事業
・下水道事業
・工業用水道事業
・交通事業
・電気事業
・ガス事業
・港湾整備事業

・市場事業
・と畜場事業
・観光施設事業
・地域開発事業
・駐車場整備事業
・介護サービス事業

経営戦略のひな形様式

マニュアルにおいて
記載方法を解説

（※平成31年3月29日公表）

３．策定に当たっては、一般会計の企画、財政担当部局などと連携して策定すること。
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１．「経営戦略」の基本的な考え方
（１）経営戦略の位置づけ、必要性について
・「経営戦略」は、各公営企業が、将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な経営の基本計画である。
・「経営戦略」の中心は、「投資・財政計画」であり、「投資・財政計画」は、施設・設備に関する投資の見通しを試算した計画（投資計画）と、財源の見通しを試算した計画
（財源試算）を構成要素とし、収支が均衡するよう調整した収支計画である。
・策定後も、進捗管理や計画と実績の乖離検証、定期的な見直しを行うことにより、経営基盤強化と財政マネジメント向上に資するツールとなる。
・地方公営企業法の適用の如何や業種の別にかかわらず、全ての事業について策定が求められる。
・「経営戦略」には、組織効率化・人材育成や広域化、PPP/PFI等の効率化・経営健全化の取組についても必要な検討を行い、取組方針を記載することが求められる。
・以下の点を踏まえ、所要の検討を行い、「経営戦略」を策定又は改定すること。
① 特別会計ごとの策定を基本とすること。
② 企業（事業）及び地域の現状と課題、将来見通しを踏まえたものであること。
③ 「投資試算」や「財源試算」は可能な限り長期間（事業の性格や個別事情にもよるが、原則として30年から50年超）かつ複数の推計パターンで行い、推計結果及び
それに基づく長期目標も設定すること。

④ 「投資・財政計画」の期間は10年以上を基本とすること。
⑤ 原則として、期間内に収支均衡した形で「投資・財政計画」が策定されていること。「投資試算」及び「財源試算」はストックマネジメント等と整合が取れた試算とすること。
⑥ 計画期間中に必要な住民サービスを提供することが可能となっていること。
⑦ 「投資・財政計画」を収支均衡させるために必要な、効率化・経営健全化の取組方針が示されていること。
⑧ 策定期限は平成32年度末であること。平成33年度以降に新たに事業開始する場合は、その時点で「経営戦略」が策定されていることが望ましい。
⑨ 改定に当たっては、毎年度の進捗管理と一定期間（３年～５年ごと）の成果の検証・評価をした上で行い、より質の高い「経営戦略」とすること。

（２）策定の留意点
① 人口や集落構成、利用者の状況や企業立地等、地域全体の現状を分析し、課題を把握した上で中長期的な将来見通しも踏まえた上で策定すること。
② 公営企業の経営管理部局だけでなく、関係部局と連携して策定すること。「経営戦略」に求められる内容を盛り込んだ総合計画等を、「経営戦略」と位置づけることも可能。
③ 公営企業会計を導入し、貸借対照表や損益計算書等の情報を活用することで、更に的確で有効な「経営戦略」の策定が可能であること。
④ 学識経験者、専門家等の知見を活用することが望ましい。都道府県は、市町村の取組に対し、助言や専門家の派遣等、協力していくことが必要であること。
⑤ 策定後だけでなく、議会、住民に対し、策定の各段階においても適宜、適切な説明を行い、理解を得るよう努めること。
⑥ 「投資試算」や「財源試算」について採用した将来予測方法の理由や「収支ギャップ」の解消方向性について、議会、住民に対して説明できなければならないこと。
⑦ 料金（経費）回収率の向上、一般会計等からの繰出金の適正化、累積欠損金の解消、資金不足比率等の改善等に努めること。
⑧ 事業廃止、民営化・民間譲渡、広域化、民間活用等の抜本的な改革の検討を反映させること。抜本的な改革の検討の結論を待つのではなく、早期に策定すること。
水道事業の場合、水道事業ビジョン（個別施設計画）が適切に策定されている場合は、そのビジョンを「経営戦略」と位置づけることが可能。

第１章 「経営戦略」の策定・改定に関する基本的事項

「経営戦略策定・改定ガイドライン」（平成31年3月29日公表）の概要（１／５）
「留意事項通知」（平成26年8月29日付総務省公営企業三課室長通知）の内容や、「策定推進通知」（平成28年1月26日付け総務省公営企業三課室長通知）に
おいて示された従来のガイドラインの内容を再編。

※青字は、「経営戦略策定・改定ガイドライン」で新たに盛り込まれた内容のうち、主なもの。
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２．「投資・財政計画」の策定
（１）公営企業の現状や課題の把握、将来見通し
・近年の決算情報の指標や経営指標の変化等から、現状や課題を的確に把握し、将来について客観的に見通し、分析すること。
（２）計画期間の設定
・10年以上の合理的な期間を設定することが必要。10年未満とする場合は、その理由について、議会、住民に説明することが必要。
・計画期間にかかわらず、将来の試算は、可能な限り長期間（事業の性格や個別事情にもよるが、原則として30年～50年超）かつ複数パターンで行うとともに、その結果や
積算根拠も記載することが必要。

（３）「投資試算」の取りまとめ
① 施設・設備の現状把握・分析、将来予測
・アセットマネジメントやストックマネジメント等の取組を充実させることにより、現状把握・分析、将来予測の精緻化を図ること。
・新規・更新需要額等の将来試算を可能な限り長期間（事業の性格や個別事情にもよるが、原則として30年～50年超）かつ複数パターンで行うとともに、その結果や積
算根拠も記載することが必要。

② 「投資試算」の投資の目標設定、投資額の合理化（目標の例：有収率、更新率、老朽化率、耐震化率 等）
③ 「投資試算」の取りまとめ
・投資時期に偏在があれば平準化を行い、合理的な投資の内容・所要額等の見通しを「投資試算」として取りまとめること。

（４）「財源試算」の取りまとめ
① 財務状況の適切な現状把握・分析、将来予測
・料金設定の推計に当たっては、必要な料金水準や改定率、改定の時期等を十分検討の上、行うこと。
・各財源や「投資試算」を踏まえた、財政負担等の長期間（事業の性格や個別事情にもよるが、原則として30年～50年超）かつ複数パターンで行うとともに、その結果や
積算根拠も記載し、中長期的な財務状況の予測を行うことが必要。

② 「財源試算」の財源の目標設定、財源構成の検討
・財源の目標設定を行い、各財源の水準・構成について検討した上で、適切な額を計上すること。資金不足、債務超過、繰越欠損金が生じている事業や、計画期間内に必
要となる財政負担額について、合理化を行った上でも賄うことができない事業は、速やかに料金見直しの検討の必要性が高い。

③ 「財源試算」の取りまとめ
・財源ごとの額の見通しについて、確保する手段とともに「財源試算」として取りまとめること。

（５）「投資・財政計画」の策定
「投資試算」をはじめとする支出と「財源試算」により示される収入が均衡した形で策定すること。次の点に留意することが望ましい。
① 投資以外の経費の適切な算定
② 収支ギャップ解消の基本的考え方
・「収支ギャップ」が生じる場合は、そのギャップの発生要因に応じて関連する項目を再検討の上、再度試算し、収支の均衡点を探した上で、料金水準の適正化及び投資の合
理化等により、「収支ギャップ」を解消することが基本。
・計画期間内で収支均衡していない場合でも、少なくとも「収支ギャップ」の解消に向けた取組の方向性や検討体制・スケジュールを記載した「経営戦略」を策定し、収支改
善を図っていくことが必要。

③ 資金の適正かつ効率的な管理
・資金繰りに支障が生じないように、事業の特性等を踏まえて、資金管理及び資金調達について適正かつ効率的に行うことが重要。

「経営戦略策定・改定ガイドライン」（平成31年3月29日公表）の概要（２／５）

※青字は、「経営戦略策定・改定ガイドライン」で新たに盛り込まれた内容のうち、主なもの。
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３．効率化・経営健全化の取組
以下の点について所要の検討を行った上で、「経営戦略」を策定するとともに、それに基づく取組を進めることが適当。
（１）組織、人材、定員、給与に関する事項
・必要な住民サービスの安定的継続を前提とした上で、徹底した効率化・合理化に取り組むことが必要。
・公営企業管理者については、より自律的な経営を行うことができるよう、その実質的な権限と責任の明確化を図る必要がある。
・職員の意識改革を進め、企業意識の徹底を図るとともに、経営感覚のある人材の確保・育成に努めることが必要。外部人材の積極活用も検討すること。
・適正な定員管理を行い、企業職員の給与の根本原則や決定原則等の考え方に基づいて、適正化の取組を不断に推進すること。
（２）その他の経営基盤強化に関する事項
① 企業環境の整備（一般会計と公営企業との相互協力）
・一般会計との協力を図ること。公営企業のみでは困難な問題は、国、地方公共団体の一般行政部門、その他関係機関等の協力を求め、一体となって解決を図ること。
② 資産の有効活用等
③ 情報通信技術の活用
④ 新技術の活用
⑤ 情報公開に関する事項
・「経営戦略」の策定や改定に当たっては、議会、住民に対してその意義、内容等を分かりやすく説明し、理解を得ることが必要。

４．「経営戦略」の事後検証、改定等
（１）基本的考え方とPDCAサイクルの確立
・毎年度、進捗管理（モニタリング）を行うとともに、３～５年ごとに改定していくことが必要。「投資・財政計画」や「投資試算」「財源試算」と実績との乖離及びその原因を分
析し、その結果を改定に反映させる「計画策定（Plan）－実施（Do）－検証（Check）－見直し（Action）」のサイクルを導入して確立させる必要があること。改定
プロセスはあらかじめ明確な形で「経営戦略」の中に盛り込むことが必要。
・「経営戦略」と実績の乖離が著しい場合には、その原因を検証するだけではなく、将来予測方法や「収支ギャップ」の解消に向けた取組等についても検証し、質を高めるための
必要な改定を行うとともに、経営のあり方、事業手法の見直しについて改めて検討すべきであること。

（２）改定の留意点
① 人口動向など、サービス需要に影響する変動要素に一定の仮定を置き、複数の推計パターンで行うことで計画がより緻密なものとなるようにすること。（変動状況やストックマ
ネジメント等の取組の充実など、踏まえるべき要素を示していくことが重要。）

② それ以上のダウンサイジングやスペックダウンが困難な場合には、投資の再検討、新たな知見や新技術の導入等、新たな発想で取り組むべき方策を検討すべきであること。
③ 評価結果を予算編成や定員管理等に反映させるルールを確立することが望ましい。さらに、評価の客観性が確保されるように留意すべきであること。
④ 各種の経営指標（経営比較分析表）等を活用した決算分析等により、経営健全化・効率化の推進に努めることが望ましい。
⑤ 一般会計の関係部局や都道府県の関係部局の協力を得て、総合計画等の中に「経営戦略」の考え方を位置づけていくべきであること。
５．都道府県の役割
・都道府県にあっては、市町村等が行う「経営戦略」の策定や改定等の取組について、具体的かつ積極的に実効性のある支援を行うことが必要。
・都道府県において、知見を持った専門家を確保し斡旋・派遣するなどの支援も必要。事業によっては、市町村等の財政担当部局、事業法に基づく事務を所管する部局、更に
は公営企業を経営する部局が連携して、市町村等の取組をバックアップすることも有効。

６．経営戦略の策定を要しない事業
・時期を明示して事業廃止が予定され、議会、住民に対してその旨の表明を行っている事業等については、「経営戦略」の策定を要しないこととする。

「経営戦略策定・改定ガイドライン」（平成31年3月29日公表）の概要（３／５）

※青字は、「経営戦略策定・改定ガイドライン」で新たに盛り込まれた内容のうち、主なもの。
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１．水道事業及び工業用水道事業
（１）人口減少社会の到来や施設の老朽化など、経営環境が変化していることから、中長期的な視点に立った経営を行う必要があること。
（２）投資規模については、将来的な需要動向を的確に把握した上、「投資試算」の取りまとめを通じ、その合理化を図る必要があること。
（３）水道料金については、更新財源等に要する経費を適切に確保するとともに、需要者間の負担の公平の要請に対応した料金体系を整備する必要があること。
（４）職員給与費、動力費等の維持管理費については、「経営比較分析表」「水道事業経営指標」「水道事業ガイドライン」等の活用を図り、その節減に努める必要があること。
（５）広域化については、スケールメリットによる幅広い効果が期待できるため、地域の特性を踏まえるとともに、事業の規模、効果等を勘案し、多様な類型の広域化を積極的に

推進する必要があること。
（６）指定管理者制度や民間委託等の活用のほか、PPP/PFIの活用を積極的に検討する必要があること。
（７）経営戦略未策定の事業体が、経営統合による広域化を予定している場合、収支計画の作成は、広域化の効果を検討する上でも重要であるため、一旦現状の事業形

態での経営戦略の策定が求められる。
（８）平成29年度から高料金対策の対象要件として「経営戦略」を策定していることが求められている。また、平成31年度から管路耐震化事業の対象要件として「経営戦

略」を策定していることが求められている。高料金対策については、上水道事業と簡易水道事業を同一の会計で実施している団体が高料金対策の対象となる場合は、高
料金対策の対象が上水道事業と簡易水道事業で個別に算定されることを踏まえ、事業ごとに「投資・財政計画」の策定を求めていることに留意すること。

（９）既に策定された、もしくは今後策定する予定の水道事業ビジョンにおいて、「経営戦略」に求めている必須項目を全て満たしているものであれば、経営戦略として取り
扱って差し支えない。また、水道法の一部を改正する法律（平成30年法律第92号）による改正後の水道法に基づく水道基盤強化計画、都道府県水道ビジョン、水道
広域化推進プラン等、都道府県が策定する計画と経営戦略の内容に齟齬がないようにされたい。

（10）「経営戦略」の「計画期間」は、10年以上の合理的な期間を設定することが必要。ただし、｢投資試算」や「財源試算」に当たっては、中長期（30～50年超）の推計を
行うこと。

（11）工業用水道事業は、おおむね上記の諸点に準じることとするほか、関係部局と連携し、水需要の見通し等を含め、幅広い観点から各種の方途を講じることにより経営健
全化に努める必要があること。

２．下水道事業
（１）「経営戦略」の策定・改定に当たっては、都道府県構想と整合性のとれた内容とすることが求められる。PPP/PFI、民間委託等による民間資金・ノウハウを活用することもあ

わせて検討することが重要である。さらに、汚水処理の事業運営に係る「広域化・共同化計画」の策定について」（平成30年1月17日付け総務省自治財政局準公営企業
室長等通知）により、都道府県が策定することとされている「広域化・共同化計画」とも整合性を図ることが求められる。

（２）整備区域の適切な見直しに取り組むとともに、低コストの整備手法についても検討すること。既存施設の更新に当たっては、平成31年度より下水道の広域化・共同化を
行う場合の地方財政措置が拡充されることを踏まえ、施設・設備の長寿命化、処理場の統廃合、事業の広域化・共同化等の検討を行い、効率化に努めること。

（３）「投資試算」を取りまとめる際には、施設・設備の現状について分析し、投資の効率化・合理化に取り組むとともに、更新率・老朽化率・耐震化率等の目標を設定した上で、
中長期的に安定的かつ衛生的な汚水処理が可能となるよう努めること。

（４）「財源試算」を取りまとめる際には、「投資試算」等との整合性を図ること。その際、あわせて将来の使用料水準、一般会計に与える影響等についても十分配慮すること。
（５）資本費平準化債の活用により、減価償却費を基本とした資本費の算定による適正な汚水処理費及び使用料の設定に努めること。
（６）「経営戦略」は特別会計ごとの策定を基本としているが、下水道事業においては、一の特別会計で複数の事業を実施している場合がある。そのような場合、「投資・財政計

画」については、事業ごとに策定することが望ましい。なお、都道府県構想等により、経営戦略の策定要請期限の平成32年度末までに事業統合が位置づけられた事業につ
いては事業廃止が見込まれる事業として経営戦略の策定を要しない。

（７） 「経営戦略」の「計画期間」は、10年以上の合理的な期間を設定することが必要。ただし、｢投資試算」や「財源試算」に当たっては、中長期（30～50年超）の推計
を行うこと。

第２章 「経営戦略」の策定・改定に当たっての事業別留意事項

「経営戦略策定・改定ガイドライン」（平成31年3月29日公表）の概要（４／５）

※青字は、「経営戦略策定・改定ガイドライン」で新たに盛り込まれた内容のうち、主なもの。
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３．交通事業
（１）安全性確保に留意しつつ企業の経済性を発揮すること。また、民間委託等による経費削減や遊休資産等の有効活用等、経営の一層の健全化・効率化に努めること。
（２）地下鉄事業等にあっては、収支が均衡するまでに極めて長い期間を要する。特に新線建設等については、慎重に対処すること。
（３）バス事業にあっては、民間への事業譲渡等の選択肢を含め再検討する必要があること。
（４）路線等の配置・再編成、交通機関相互の乗り継ぎ環境の整備等については、一般行政部門や関係機関、住民との連携のもとに検討を行うことが望ましいこと。
（５）民間事業者での運行などで代替可能な地域の交通事業は、公営企業として経営する必要性について検討することが重要。
（６）「経営戦略」の「計画期間」は、10年以上の合理的な期間を設定することが必要。
４．電気事業
（１）小売及び発電の全面自由化等の大きな変化に対処できるよう、現段階から経営効率化に取り組むとともに、民営化等も含めた事業のあり方について検討を行うこと。
（２）再生可能エネルギーを利用した発電事業を行う場合には、買取価格の変動等のコストやリスクを考慮の上、事業性の有無を勘案した上で事業を行うこと。
（３）公営企業で行う電気事業（発電事業）は、民間代替性が高いことから、公営企業として経営する必要性について検討することが重要。
（４）「経営戦略」の「計画期間」は、10年以上の合理的な期間を設定することが必要。
５．ガス事業
（１）経費の削減、適切な内部留保の確保等による経営基盤の強化に努めるとともに、ガスの製造・供給設備の保安体制に十分配意すること。
（２）公営企業で行うガス事業は、民間代替性が高いことから、公営企業として経営する必要性について検討することが重要。
（３）「経営戦略」の「計画期間」は、10年以上の合理的な期間を設定することが必要。
６．港湾整備事業
（１）経理区分を明確にするとともに、関連事業の進捗予定と十分に整合をとりつつ、適正な規模で計画すること。また、継続事業も適時適切な見直しを行う必要があること。
（２）独立採算原則に照らし、一定期間において収支が均衡することが必要であること。
（３）「経営戦略」の「計画期間」は、10年以上の合理的な期間を設定することが必要である。
７．市場事業・と畜場事業
（１）生産・出荷の大型化、消費者ニーズの多様化など、取り巻く環境の変化を踏まえ、適正な規模で計画・実施するとともに、適時適切な計画の見直しを行う必要があること。

また、経営体質強化、効率化等を図るため、事業の統廃合や広域化についても積極的に検討する必要があること。
（２）「経営戦略」の「計画期間」は、10年以上の合理的な期間を設定することが必要。
８．地域開発事業
（１）必要性、造成地等の需要の動向、採算性及び地価の変動によるリスク等を十分に勘案し、慎重に対処すること。
（２）「経営戦略」の「計画期間」は、原則として10年以内に造成・処分が完了することを前提とした上で、全ての土地の造成・処分が10年以上先となる場合には、10年以上

の合理的な期間を設定することが必要。
９．観光その他事業
（１）民営事業者と競合する業種が多いことから、採算性に加えて公営の必要性及び既存の民営事業者との競合関係についても十分に検討する必要があること。
（２）「経営戦略」の「計画期間」は、10年以上の合理的な期間を設定することが必要。
１０．病院事業・介護サービス事業
（１）病院事業については、「新公立病院改革プラン」の策定をもって経営戦略の策定と取り扱うものとしていること。
（２）介護サービス事業については、介護保険事業計画等関連する他の計画との整合性を検討するとともに、住民のニーズ、他の施設等の整備状況等を的確に把握することに

より、公営企業として経営する必要性について、十分に検討する必要があること。
（３）介護サービス事業の「計画期間」は、策定年度あるいはその次年度から５年を対象として策定することを標準とし、介護報酬や介護保険事業計画の改定に合わせ定期的

な見直しを行うことが必要。なお、個々の団体・事業を取り巻く環境、施設の更新状況、経営状況等を踏まえて、５年以上の合理的な期間を設定することは、差し支えない。

「経営戦略策定・改定ガイドライン」（平成31年3月29日公表）の概要（５／５）

※青字は、「経営戦略策定・改定ガイドライン」で新たに盛り込まれた内容のうち、主なもの。
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「経営戦略」の中心となる「投資・財政計画」は、施設・設備に関する投資の見通しを試算した計画（投資試算）と、
財源見通しを試算した計画（財源試算）を構成要素とし、収支が均衡するように調整した収支計画である。

「投資・財政計画」の策定までの流れ

投
資
・
財
政
計
画

目標設定、
水準の合理化

計画策定
（取りまとめ）

戦略実施、事後
検証・改定など

現状把握・分析、
将来予測

事後検証・改定等
・毎年度の進捗管理
・3～5年ごとに見直し
（経営指標等も活用）

・PDCAサイクルの確立
・改定プロセスはあら
かじめ盛り込んでおく

施設・設備の現状把握
ストックマネジメント等により、
規模・能力、劣化の状況、
使用可能年数等を把握

将来の需要予測
可能な限り長期間（30年～
50年超）かつ複数パターン
の予測。根拠も併せて記載

財務状況の適切な
現状把握・分析

現在の財務状況を把握

目標設定
住民サービスを維持するた
めに必要な目標を設定投

資
試
算

財
源
試
算

投資額の合理化
目標達成のために必要とな
る合理的な投資規模を把握

将来の財源等予測
各財源や「投資試算」を踏ま
え、可能な限り長期間（30年
～50年超）かつ複数パター
ンで財務状況を予測し、根

拠も併せて記載

財源構成の検討

財源や需要額の将来予測を
踏まえて、料金、企業債、一
般会計繰出金等の各財源に
ついて、適切な水準・構成を

検討

計画と実績の乖離が

著しい場合、計画見直し
を検討し、質を高めるた

めの改定を行う

ギャップが生じた場合
には均衡を図る

優先順位付け、平準化
等による合理的な投資
の内容・所要額等の見

通しの取りまとめ

投資試算

財源試算

投資以外の経費

必要かつ合理的な額の
確保を前提とした上で、
徹底した効率化に取り組
むことが必要

財源見通しの取りまとめ

（ギャップの発生要因に応じて所要の項目を再検討）

計画期間内に収支均衡し
ていない場合でも、収支
ギャップの解消に向けた
方向性や検討体制を記載

計画期間は原則10年以上
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• 公営企業をめぐる経営環境が厳しさを増す中で、計画的かつ合理的な経営を行うことにより収支の改善等を通
じた経営基盤の強化等を図るため、「経営戦略の策定・改定」に要する経費について、繰出基準を設けるとと
もに、一般会計からの繰出金に対する特別交付税措置を講じる。

• 特に、持続可能なサービス提供を実現していくためには、自団体での取組のみならず、地方公共団体の枠組み
を超えた取組が有効であることから、水道事業及び下水道事業について、広域化等に係る調査・検討に要する
経費について重点的に支援する。

１．対象事業
全ての公営企業（ただし、病院事業を除く）
２．対象経費
経営戦略の策定・改定に要する経費
【具体例】
・先進団体視察に要する経費
・専門家等を交えた研究会の実施、専門家の招へいに要する
経費（ただし「公営企業経営支援人材ネット事業」に要する
経費は除く。）
・「投資・財政計画」の策定に要する経費（「投資試算」や「財
源試算」のシミュレーション、収支ギャップ解消策の検討や効果
額の試算 等）
・住民への普及・啓発活動等に要する経費
・その他事務雑費（印刷費、消耗品費等）
・水道事業及び下水道事業の広域化等の調査・検討に要す
る経費（事業統合、施設の統廃合、システム統合などの検
討に要する経費 等）

３．対象期間
平成32年度まで

（「経済・財政再生計画改革工定表」における策定目標年度）
４．地方財政措置の内容
・「経営戦略」の策定・改定に要する経費の１／２について、
一般会計から繰り出すこととする。
・一般会計繰出額の１／２について、特別交付税措置。
・特別交付税の算定における対象経費の上限額は、1,000
万円。
・水道事業及び下水道事業の広域化等の調査・検討に要す
る経費については、特別交付税の算定における対象経費の上
限額を上乗せ（＋1,500万円、合計2,500万円）し、重
点的に支援。

「経営戦略」の策定・改定に要する経費に係る地方財政措置について

「経営戦略」の策定・改定に要する経費に係る地方財政措置
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 公営企業の効率化・経営健全化等の観点から、公営企業会計の適用、経営戦略の策定、組織管理、情報管理、事業の新展開、新しい
サービス実施等について助言等を行い、第三セクターについては、効率化・経営改善等に係る市町村の指導監督を支援している。

 派遣対象は、公営企業を運営している市町村等と、第三セクターに対して25％以上の出資又は出資割合が25％未満であるものの財政
的支援（補助金、貸付金及び損失補償等）を行っている市町村であり、原則として１泊２日×１回の派遣を実施。

 平成31年度は、公営企業会計の適用拡大に向けた新たなロードマップを示したことを踏まえ、人口３万人の団体における公営企業会計
適用のロールモデルとすることを目的とし、年間を通じた派遣（１泊２日×10回程度）を行うモデル事業を実施。

【スキーム】

（参考）平成30年度派遣実績 21事業（20団体）

各
地
方
公
共
団
体

（事
業
毎
）

＜アドバイザー＞
公認会計士、大学教授、地方団体企業職員OB、
経営コンサルタント、民間事業者 他

総 務 省

委 嘱 報 告

要 請

事前調査、実施調査

派 遣

助 言

報 告

事業名 団体名

水道事業
（２事業）

愛媛県砥部町

熊本県錦町

簡易水道事業
（３事業）

岩手県岩泉町

岩手県普代村

岩手県野田村

下水道事業
（４事業）

岩手県普代村

静岡県掛川市

愛知県扶桑町

兵庫県たつの市

事業名 団体名

病院事業
（４事業）

神奈川県茅ヶ崎市

千葉県匝瑳市

長崎県病院企業団

和歌山県串本町

地域開発事業
（２事業）

北海道釧路市

広島県呉市

第三セクター
（６事業）

北海道真狩村

北海道滝川市

秋田県羽後町

滋賀県甲賀市

山口県下松市

愛媛県西予市

公営企業経営アドバイザー派遣事業について
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職員の大量退職等により、事業の経営面に精通した人材が不足する中で、公営企業の経営改革に取り組もうとする地方公共団体が、その諸課題に
対応する専門人材を招へいし、指導・助言を受けながら取組を行う場合の専門人材の招へいや経営状況の分析などに必要な経費について総務省が
支援。

専門人材

公認会計士、
自治体OB・OG、
自治体職員、
学識経験者

等

総務省

１.  活用スキーム

２.  人材ネット事業に関する特別交付税措置

（１）対象経費
・ 専門人材の謝金、旅費

（例：経営戦略の改定に際し、専門人材からの助言を受けるために、定期的に講習会・勉強会を開催するための
経費）

・ 経営状況の分析等に要する経費
（例：抜本的な改革の検討に当たり、中長期的な経営の見通しのために必要な調査や情報収集等のための経費）

・ その他（会場借上費、印刷費等）
⇒対象経費の上限額200万円（年間合計額）

（２）地方交付税措置の内容
・対象経費の１／２（100万上限）について一般会計から
繰り出すこととする。

・一般会計繰出額の１／２（50万上限）について特別交付税
措置を講ずる。

都道府県

市区町村

地方公共団体

【活用できる事例】

・地方公営企業法の適用（一部適用又は一部適用から全部適用への移行を含む。）
・経営戦略の策定・改定
・事業廃止、民営化・民間譲渡
・水道事業の広域化・下水道事業の最適化等

※訪問、電話、メール等

日程調整等

指導・助言

旅費・謝金等

人
材
推
薦

課題の相談

課題の把握、

必要な助言・情報提供、
人材のあっせん 等

報告書の提出

報告書取りまとめ・公表

繰出金調査

財政措置

・PPP/PFI、包括的民間委託、指定管理者制度
・施設の統合・廃止
・新公立病院改革プラン策定（特に再編・ネットワーク化や経営形態の見直しへの取組）
・その他、事業を進めるにあたり必要と考えられる事項

公営企業経営支援人材ネット事業について

専門人材リスト
人材推薦
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経営戦略策定に係る実務講習会について

開催ブロック 開催地 開催日 対象都道府県

北海道ブロック 北海道 8月1日、8月2日 北海道

東北ブロック 宮城県 8月8日、8月9日 青森県・岩手県・宮城県・秋田県・山形県・福島県

関東ブロック 埼玉県 8月29日、8月30日 茨城県・栃木県・群馬県・埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県・新潟県

北陸・近畿ブロック 京都府 8月26日、8月27日 富山県・石川県・福井県・滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・奈良県・和歌山県

東海・中部ブロック 愛知県 10月29日、10月30日 岐阜県・静岡県・愛知県・三重県・山梨県・長野県

中国・四国ブロック 広島県 9月5日、9月6日 鳥取県・島根県・岡山県・広島県・山口県・徳島県・香川県・愛媛県・高知県

九州ブロック 熊本県 9月9日、9月10日 福岡県・佐賀県・長崎県・熊本県・大分県・宮崎県・鹿児島県

沖縄ブロック 沖縄県 調整中 沖縄県

総務省では、地方公共団体の経営戦略策定に係る人的支援措置の一環として、平成30年度に全国７か所において、経営戦略の意義や必要性の

説明、策定済団体による先行事例の紹介及び公認会計士等による策定実務演習等からなる経営戦略策定実務講習会を地方公共団体金融機構と
の共催により実施。
平成31年度においては、策定実務講習会を継続して実施することとし、市町村公営企業に係る経営戦略の策定や改定に向けた都道府県の積極

支援を求める趣旨から、開催地道府県も主催者として参画することを要請。また、総務省では、公営企業会計の適用の更なる推進のため、公営企業
会計適用に係る実務講習会を開催することとし、経営戦略策定実務講習会と併せて２日間にわたり開催することを予定している。

主催者
開催地道府県、総務省及び地方公共団体金融機構による共催

プログラム（予定）
【講演形式】①経営戦略策定・改定の意義や必要性について（講演者：総務省担当者） ②先進事例紹介（講演者：開催地自治体担当者）
【演習形式】グループ単位での策定・改定に係る演習（ⅰ投資・財政計画の推計 ⅱ収支ギャップ解消・効果の試算 等）
【その他】質疑応答、講師との個別相談会

１．概要

２．開催日程（予定）
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様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A)
(1)
(2) (B)
(3)

２．
(1)

(2)
(3)

(C)
１．
(1)

(2)

(3)
２．
(1)
(2)

(D)
(E)
(F)
(G)
(H)

(I)
(J)

(K)

( I )
(A)-(B)

(L)

(M)

(N)

(O)

(P)

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度

営 業 収 益

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により 算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額
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様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１．

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９．

(A)

(B)

(C)

１．

２．

３．

４．

５．

(D)

(E)

１．

２．

３．

４．

(F)

(G)

(H)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度

計

そ の 他

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

本年度
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様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A)

（１） (B)

ア

イ (C)

ウ

（２）

ア

イ

２ (D)

（１）

ア

イ

（２）

ア

イ

３ (E)

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G)

（１）

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I)

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他
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様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

本年度

(J)

(K)

(L)

(M)

(N)

(O)

(P)

(Q)

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S)

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ）

赤 字 比 率 （ ×100 ）

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計
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